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【 連結注記表 】 
  

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

１．連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社の状況 

    ① 連結子会社の数 42社 

    ② 主要な連結子会社の名称 株式会社パソナ 

株式会社ベネフィット・ワン 

株式会社パソナテック 

キャプラン株式会社 

ビーウィズ株式会社 

    ③ 新規連結  ６社 

          重要性増加： 株式会社パソナテックシステムズ (注)１ 
 
          設立： Benefit One Asia Pte. Ltd. 

Pasona HR Malaysia Sdn.Bhd. 

          株式取得： 株式会社サポート 

株式会社エコＬＯＶＥ 

株式会社メディカルアソシア 

    ④ 連結除外 ２社 

 株式会社パソナドゥタンク (注)２ 

Pasona MIC, Inc (注)３ 
  

 （注）１．株式会社アルゴーから商号を変更しております。 

 ２．株式会社パソナドゥタンクは、当社の連結子会社である株式会社パソナと合併し、消滅して
おります。 

 ３．Pasona MIC, Incは、当社の連結子会社であるPasona N A, Incと合併し、消滅しておりま
す。 

 

  (2) 非連結子会社の状況 

    ① 非連結子会社の数 13社 

    ② 連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除外しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

  (1) 持分法適用会社の数 ５社 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

    ① 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 14社 

    ② 持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用の範囲から除外しております。 
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３．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

    ･ 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

    ･ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

   ② デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

   ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

    ･ 商品    主に移動平均法 

    ･ 貯蔵品   最終仕入原価法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産(リース資産を除く) 

    ･ 建物(附属設備を除く)    定額法 

    ･ その他の有形固定資産    主に定率法 

   ② 無形固定資産(リース資産を除く) 

    ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法 

    顧客関係資産 その効果の発現する期間（８～10年）に基づく定額法 

   ③ リース資産 

    ･ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

    ･ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   株式交付費 

支出時に全額費用として処理しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

   ③ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

   ④ 投資損失引当金 

市場性のない有価証券に対し、将来発生する可能性のある損失に備えるため、必要と認めら

れる額を計上しております。 

(5) 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、発生年度の翌連結会計年度に一括損益処理しております。 
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③ 小規模企業等における簡便法の採用 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 (6) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、その効果の発現する期間（２～10年）を見積もり、均等償却を行

っております。のれんの金額が僅少なものについては、発生時に一括償却をしております。 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしているため、

金利スワップは特例処理によっております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

   ③ ヘッジ方針 

金利等の相場変動リスクの軽減、資金調達コストの低減、または将来のキャッシュ・フロー

を最適化するためにデリバティブ取引を行っております。短期的な売買差益の獲得や投機を

目的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額を基礎にし

て、ヘッジの有効性を評価することとしております。なお、金利スワップの特例処理の要件

を満たしているため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。 

 (8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

  

４．追加情報 

（連結納税制度の適用） 

 当社及び当社の一部の連結子会社は、平成27年５月期より連結納税制度の適用を受けることにつ

いて、承認を受けております。これにより、当連結会計年度より「連結納税制度を適用する場合の

税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会 実務対応報告第５号 平成23

年３月18日）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」

（企業会計基準委員会 実務対応報告第７号 平成22年６月30日）に基づき、連結納税制度の適用を

前提とした会計処理を行っております。 

 

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、

平成26年４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。

これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、

平成26年６月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異について、前連結会計年度

の38.01％から35.64％に変更されております。 

 その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が73百万円減少し、当連

結会計年度に計上された法人税等調整額が同額増加しております。 
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（会計方針の変更に関する注記） 

 退職給付に係る会計基準等の適用 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、

退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職

給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認

識数理計算上の差異を退職給付に係る資産に計上いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に加減しております。 

 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が565百万円、退職給付に係る負債が

1,139百万円計上されております。また、その他の包括利益累計額が314百万円増加しております。 

 なお、１株当たり純資産額は、８円53銭増加しております。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 7,721百万円 

 

２．担保に供している資産 連結子会社の有する親会社株式（自己株式） 273百万円 

    

担保に係る債務 短期借入金 264百万円 

 その他（流動負債） 32百万円 

 社債 36百万円 

 長期借入金 164百万円 

 計 496百万円 
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 

当連結会計年度 

期首株式数 

(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

(株) 

当連結会計年度 

減少株式数 

(株) 

当連結会計年度 

期末株式数 

(株) 

普通株式 416,903 41,273,397 － 41,690,300 

(注) 平成25年12月１日をもって、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。これにより、発

行済株式の総数は41,273,397株増加して41,690,300株となっております。 

 

２．自己株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 

当連結会計年度 

期首株式数 

(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

(株) 

当連結会計年度 

減少株式数 

(株) 

当連結会計年度 

期末株式数 

(株) 

普通株式 42,401 4,723,556 － 4,765,957 

(注) 自己株式の増加株式数の内訳は、株式分割による増加 4,197,699株、当社株式を保有する会社の連結子

会社化に伴う増加 525,857株であります。 

 

３．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成25年７月12日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 374百万円 1,000円 平成25年５月31日 平成25年８月20日 

 

 (2) 当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成26年７月11日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 374百万円 10円 平成26年５月31日 平成26年８月29日 

(注) 平成25年12月１日をもって、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。なお、株式分割

実施前に換算すると１株当たり1,000円に相当いたします。 
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（金融商品に関する注記） 

 １．金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金調達についてはグループＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・サービス)

によるグループ資金の有効活用を図る一方で金融機関からの借入も行っております。また、資金

運用については、その対象を充分な流動性を有する安全性の高い短期の預金等に限定しておりま

す。なお、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び

投資有価証券は、大半が取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、市場価額

の変動リスクに晒されている有価証券も一部ございます。 

 営業債務である買掛金及び未払費用は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

 借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び設備投資に必要

な資金の調達を目的としたものであります。 

 デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利ス

ワップ取引であります。ヘッジの有効性の評価方法は、金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。 

 

 (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

  ① 信用リスクの管理 

 営業債権に係る信用リスクについては、各社の社内規程に従い、期日・残高管理を行いつつス

クリーニングも行っております。回収懸念先については月次の与信会議にて信用状況を把握する

体制としております。 

 

  ② 市場リスクの管理 

 長期借入金の金利変動リスクについては、分割弁済によりその影響を緩和するとともに、当社

財務経理部において管理しております。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っておりま

す。 

 上場株式については、四半期ごとに時価の把握を行うとともに、非上場株式については発行企

業の財務状況を把握したうえで取引企業との関係を勘案しつつ保有状況の見直しをしております。 

 

  ③ 流動性リスクの管理 

 当社財務経理部ではグループ月次預金残高報告を受けるとともに、グループＣＭＳにより各社

の流動性リスクを随時管理しております。 

 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額のない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成26年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれ

ていません（(注)２参照）。 

（単位：百万円） 
 

 
連結貸借対照表 
計上額（*） 

時価（*） 差額 

(1)  現金及び預金 18,203 18,203 － 

(2)  受取手形及び売掛金 24,666 24,666 － 

(3)  有価証券    

   その他有価証券 203 203 － 

(4)  未収還付法人税等 382 382 － 

(5)  投資有価証券    

   その他有価証券 807 807 － 

(6)  敷金及び保証金 4,577 4,525 △52 

(7)  買掛金 (2,547) (2,547) － 

(8)  短期借入金 (5,306) (5,306) － 

(9)  未払金 (3,849) (3,849) － 

(10) 未払費用 (12,884) (12,884) － 

(11) 未払法人税等 (1,121) (1,121) － 

(12) 未払消費税等 (1,939) (1,939) － 

(13) 長期借入金 (6,503) (6,451) (△52) 

(14) リース債務 (2,560) (2,535) (△24) 

(15) デリバティブ取引 － － － 
 
（*） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 有価証券、(4) 未収還付法人税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

 

(5) 投資有価証券 

 これらは全て株式であり、その時価は取引所の価額によっております。 

 

(6) 敷金及び保証金 

 主としてオフィスの賃借時に差し入れている敷金・保証金であり、償還予定時期を見積り、

安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値を算定しております。 
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 負 債 

(7) 買掛金、(8) 短期借入金、(9) 未払金、(10) 未払費用、(11) 未払法人税等、 

(12) 未払消費税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

 

(13) 長期借入金 

 変動金利による借入については、短期間で市場金利を反映しており、また、当社の信用状

態は実行後大きく変化していないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた

め、当該帳簿価額によっております。 

 固定金利による借入については、元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

(14) リース債務 

 元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算

定しております。また、連結貸借対照表上、流動負債に計上されているリース債務と固定負

債に計上されているリース債務を合算した金額となっております。 

 

(15) デリバティブ取引 

 金利スワップは特例処理を適用しており、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 

２．非上場株式(連結貸借対照表計上額2,038百万円)は、市場価額がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、｢(5) 投資有価証券｣には含めておりません。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

  １.１株当たり純資産額 571円37銭 

  ２.１株当たり当期純利益 14円05銭 

(注) 平成25年12月１日をもって、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。当連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定して

おります。 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 
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（その他の注記） 

企業結合等関係 

 株式取得による会社等の買収 

 当社は平成26年３月13日の取締役会において、株式会社メディカルアソシア（以下、「メディカル

アソシア」）の株式を取得し、子会社化することを決議し、同日付けで株式譲渡契約を締結いたしま

した。 
  

１．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称及び事業の内容 

企業名 事業の内容 

株式会社メディカルアソシア 医療関連の人材サービス及び医療経営の総合コンサ
ルティングサービス 

（2）株式の取得の目的 

メディカルアソシアは医療人材業界のパイオニアとして、看護師・医師をはじめ、臨床検査技

師・薬剤師・医療事務など、医療に関わるあらゆる人材サービスを行っているほか、医療経営の

総合コンサルティングサービスを展開しています。 

一方、当社子会社の株式会社パソナでは医師が本来の医療行為に専念できるよう、医師の指示

の下で事務的な作業を中心にサポートする医師事務作業補助者「メディカルセクレタリー」の養

成・派遣をはじめ、医療事務・受付、製薬・医療機器業界への派遣・委託等、広く医療分野での

事業を推進しております。 

この度の子会社化により、メディカルアソシアは当社グループの顧客基盤・全国営業網の活用

により、競争が激化する医療人材業界での成長スピードを加速させることが可能となり、当社グ

ループにとっても重点領域である医療分野の事業規模拡大につながるものと考えております。 

（3）企業結合日      平成26年４月14日 

（4）企業結合の法的形式  株式の取得 

（5）結合後企業の名称   名称の変更はありません。 

（6）取得した議決権比率  97.83％ 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社の現金を対価とする株式取得を実施したため、当社を取得企業としております。 
 

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間 

当連結会計年度末みなし取得のため、被取得企業の業績は当連結会計年度の業績に含まれておりま

せん。 
  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 現金 1,484百万円 

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 6百万円 

取得原価  1,490百万円 
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４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（1）発生したのれんの金額 968百万円 

（2）発生原因、償却方法及び償却期間 

取得原価が被取得企業の純資産を上回ったため、その超過額をのれんとして計上しており

ます。 

なお、当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能資産及び負債の特定を精

査中であり、取得原価の配分は完了しておりません。よって、のれんの金額は暫定的な会計

処理を行っており、償却方法及び償却期間についても精査中であります。 

  

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産 1,373百万円 

固定資産 675百万円 

資産合計 2,049百万円 

  

流動負債 1,128百万円 

固定負債 386百万円 

負債合計 1,515百万円 

 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計

算書に及ぼす影響の概算額及び算定方法 

影響の概算額については、合理的な算定が困難であるため記載しておりません。 
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【 個別注記表 】 
  

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

   ① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

   ② その他有価証券 

     ・ 時価のあるもの 

決算日の市場価額等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     ・ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

･ 建物(附属設備を除く)    定額法 

･ その他の有形固定資産    定率法 

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

    ソフトウエア  社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法 

 (3) リース資産 

･ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

･ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

なお、当事業年度末における計上はありません。 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 (3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

なお、当事業年度末における計上はありません。 

  



- 12 - 
 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、発生年度の翌事業年度に一括損益処理しております。 

 (5) 投資損失引当金 

市場性のない有価証券に対し、将来発生する可能性のある損失に備えるため、必要と認めら

れる額を計上しております。 
  

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしているため、

金利スワップは特例処理によっております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

   ③ ヘッジ方針 

金利等の相場変動リスクの軽減、資金調達コストの低減、または将来のキャッシュ・フロー

を最適化するためにデリバティブ取引を行っております。短期的な売買差益の獲得や投機を

目的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額を基礎にし

て、ヘッジの有効性を評価することとしております。なお、金利スワップの特例処理の要件

を満たしているため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。 

 (2) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処

理の方法と異なっております。 

 (3) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
  

５．追加情報 

連結納税制度の適用 

 当社は、平成27年５月期より連結納税制度の適用を受けることについて、承認を受けております。

これにより、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い

（その１）」（企業会計基準委員会 実務対応報告第５号 平成23年３月18日）及び「連結納税制度

を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会 実務対応

報告第７号 平成22年６月30日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行ってお

ります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額 2,196百万円 

 ２．保証債務 

   外部からの借入に対する債務保証 

        Team Pasona India Co．Ltd 22百万円 

 ３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

   関係会社に対する短期金銭債権 603百万円 

   関係会社に対する短期金銭債務 14,717百万円 

   関係会社に対する長期金銭債権 13百万円 

   関係会社に対する長期金銭債務 774百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 

 関係会社との取引高の総額 

   売上高 4,173百万円 

   売上原価 187百万円 

   販売費及び一般管理費 927百万円 

   営業取引以外の取引高 51百万円 

   現物配当に伴う交換利益 98百万円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当事業年度 
期首株式数 
（株） 

当事業年度 
増加株式数 
（株） 

当事業年度 
減少株式数 
（株） 

当事業年度 
期末株式数 
（株） 

普通株式 42,401 4,197,699 － 4,240,100 

(注) 平成25年12月１日をもって、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。これにより、自

己株式の総数は4,197,699株増加して4,240,100株となっております。 
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（税効果会計に関する注記） 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産  

減価償却超過額 72百万円 

賞与引当金 26百万円 

退職給付引当金 2百万円 

未払事業所税 6百万円 

未払事業税 1百万円 

未払費用 2百万円 

関係会社株式売却益 81百万円 

関係会社株式評価損 1,089百万円 

投資損失引当金 110百万円 

繰越欠損金 984百万円 

資産除去債務 10百万円 

その他 18百万円 

繰延税金資産小計 2,407百万円 

評価性引当額 △2,018百万円 

繰延税金資産合計 389百万円 

  

   繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △5百万円 

その他有価証券評価差額金 △0百万円 

資産除去債務 △8百万円 

繰延税金負債合計 △13百万円 

  

   繰延税金資産の純額 375百万円 

 

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、

平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。

これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平

成26年６月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、前事業年度の38.01％

から35.64％に変更されております。 

 この税率変更による計算書類に与える影響は軽微であります。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

 当社の子会社及び関連会社等 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 

資本金 
または 
出資金 
(百万円) 

事業の内容 
関連 
当事者 
との関係 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
(％) 

取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
株式会社 
パソナ 

東京都 
千代田区 

3,000 

人材派遣・ 
請負、人材 
紹介事業、 
再就職支援 

経営管理 
資金の 
預り 
役員の 
兼任 
（５名） 

所有 
100.0 

資金の預り 
(注)３ 

4,605 

ＣＭＳ 
預り金 

7,213 

利息の支払 10 

敷金の預り 88 
長期 
預り 
保証金 

753 

経営企画 
収入等 

2,598 売掛金 179 

当社銀行借
入に対する
債務被保証 

2,100 － － 

子会社 
株式会社 
ベネフィッ 
ト・ワン 

東京都 
渋谷区 

1,527 
福利厚生代 
行サービス 

資金の 
預り 
役員の 
兼任 
（７名） 

所有 
54.43 

資金の預り 
(注)３ 

2,536 

ＣＭＳ 
預り金 

3,001 

利息の支払 5 

子会社 
株式会社 
パソナ 
テック 

東京都 
千代田区 

480 
人材派遣・ 
請負、人材 
紹介事業 

経営管理 
資金の 
預り 
役員の 
兼任 
（１名） 

所有 
100.0 

資金の預り 
(注)３ 

686 

ＣＭＳ 
預り金 

1,006 

利息の支払 1 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等 

株式会社  
南部エンター
プライズ 

東京都 
千代田区 

80 
資産の管理
及び運用 

なし 
被所有 
9.98 

関係会社株
式の取得 
(注)４ 

17 － － 

 

(注)１．取引金額は消費税抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で表示しております。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
全ての取引条件については、当社と関連を有しない他社とほぼ同様の条件あるいは市場価額を勘案し
て一般取引条件または協議により決定しております。 

３．資金の預りは、当社が当社グループ各社との間で契約締結しているＣＭＳ(キャッシュ・マネジメン
ト・サービス)に係るものであり、利息は市場金利を勘案して合理的に決定しております。また、取
引金額は期中平均残高を記載しております。 

４．関係会社株式の売買価格は、ディスカウント・キャッシュフロー方式により算出した価格を参考にし
て決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

   １．１株当たり純資産額 403円06銭 

   ２．１株当たり当期純利益 15円21銭 

(注) 平成25年12月１日をもって、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。当事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しており

ます。 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 


